営農活動支援に係る留意事項
　営農活動支援交付金の交付を受けようとする活動組織における留意事項を次のとおり案内します。
１．平成１９年度に共同活動支援交付金の採択を受けている地区の扱いについて

　平成１９年度に共同活動支援交付金の採択を受けている地区は、今年度から新たに営農活動支援交付金の交付を併せて受けようとする活動組織（以下、「営農新規地区」）においても、引き続き営農活動支援交付金の交付を併せて受けようとする活動組織（以下、「営農継続地区」）においても、共同活動支援交付金については、平成１９年度の交付金交付面積（最終）により、交付金交付申請書を作成の上、４月３０日まで提出してください。
　なお、共同活動支援に係る採択変更手続きにつきましては、交付決定後、後日案内する期日までに手続きを了していただくことになります。
２．営農活動支援交付金の採択申請書提出へ向けた事務の流れ

　（実施要領（別紙２関係）第５の９関係）
ａ活動組織代表者は生産計画を取りまとめ市町村長へ提出する。
・原則、生産過程の開始前であって、市町村長が知事と協議して定める期日まで提出。

・生産計画書：参考様式第４３号
ｂ市町村長は①で提出のあった生産計画に関する技術的な意見を知事に求める。
※知事が行う生産計画の確認（意見）については、各支庁において行うこととなっておりますので、ご承知の上、関係支庁（産業振興部農務課）にご相談ください。

ｃ市町村長は知事から通知された意見書を添付し活動組織代表者へ通知する。
・参考様式第４７号に知事からの意見書を添付し通知する。

ｄ活動組織代表者は原則、③で確認通知を受けた後、市町村長と協定を締結する。
３．別紙２「平成２０年度支援交付金交付事務スケジュール」に係わる詳細説明－抜粋－
①採択申請書（案）の事前提出
○留意点

１）採択申請書（案）の事前提出は、「営農新規地区」が対象となります。

２）営農活動支援に係る採択申請書（案）（規約・協定書（写）・活動計画書）を提出してください。協定の締結については２のｄのとおりですが、２のｃの意見書が通知されておらず、協定を締結できない場合は、この時点では協定書（写）の添付を省略することができます。
③採択申請書の提出
○留意点

１）「営農新規地区」について

・変更協定締結後、営農活動支援交付金の採択申請書を提出してください。

２）「営農継続地区」について

・営農活動支援交付金の交付額の増加を伴う変更を行う場合は、変更協定締結後、営農活動支援交付金に係る採択変更承認申請書を期日までに提出してください。

・営農活動支援交付金の交付額の増加を伴わない変更を行う場合は、変更協定締結後、採択変更届出書を期日までに提出してください。

・なお、交付金交付申請に係る手続きは、採択変更承認や採択変更届と同時に行うこともできます。
３）規約、協定書（写）、知事の意見書（写）を添付してください。
⑤交付金交付申請書の提出
○留意点

・「営農継続地区」で、採択申請又は採択変更手続きの必要のない場合にあっては、４月３０日まで交付金交付申請書を提出してください。

・営農活動支援交付金に係る採択変更手続きと交付金変更承認申請を同時に行う場合においては、この期日までに提出してください。

⑦概算払申請書の提出
○留意点

・営農基礎活動支援に係る交付金については、交付決定後、道協議会支援交付金会計の予算内において、希望に応じて１割を保留した概算払可能額を示しますので、当該金額を申請してください。
・先進的営農支援に係る交付金については、対象作物の収穫後、市町村及び道（支庁）の実施状況の確認後、確認結果についての通知を受けてから申請が可能となります。
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